政策ニュースレター第1144号

「認可保育所の拡充を最優先課題に」

社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第2専門委員会（第2回）報告

日時：2009年9月11日（金）17:00～19:00

場所：経済産業省別館1014会議室

出席者： ＜委員＞ 岩淵・東北福祉大学教授（委員長）、篠原・連合生活福祉局長、安藤・資生堂人事部ダイバーシティ推進グループ、岡・大妻女子大学準准教授、坂崎・日本保育協会保育問題検討委員会委員長、菅原・全国私立保育園連盟常務理事、鍋島・柏市児童家庭部次長兼保育課長、西田・全国保育協議会副会長、宮島・日本テレビ報道局解説委員、鍋島・柏市保育課長、山口・(株)JPホールディングス代表取締役、＜特別部会委員＞大日向・恵泉女学園大学教授、吉田・遊育代表取締役

＜事務局＞伊岐・雇用機会均等児童家庭局長、香取審議官他

議題：多様な保育関連給付メニューについて

　保育の新制度における「公的保育サービス」の類型について議論した。厚生労働省の考え方は、これまで認可保育所では対応できなかった児童数20人未満の小規模サービス、短時間・早朝・夜間・休日保育、事業所内保育、へき地保育などを「公的保育サービス」として一括りにし、制度化し公費投入の対象としてくというもの。

篠原委員は「選択しうるサービスの類型を整備し、発達・安全性という観点からそれらの質を高めていくことには賛成であるが、多様なサービスを用意したから、「それでいい」というのではなく、保育所保育が保育の基本であることを原則とし、認可保育所の拡充につとめるべき」と主張した。保育3団体は、公費投入の対象は国の最低基準（施設、人員配置基準等）を満たした施設または認可保育所への移行を前提とするべきとの考えを主張。一方で、民間企業は小規模保育（20名未満）や時間的に非典型的な保育については、認可保育所以外の施設で対応するべきであり、多様な主体が参入しやすい制度にすることを要請した。今後は、多様なニーズに対応していくために、どの程度「公的保育サービス」の範囲を広げていくべきか（公費投入の対象としていくべきか）、そのためにはどの程度現行の基準（「児童福祉施設最低基準」）や制限（運営費は株主配当に充当できない）を緩和していくべきかの議論になると思われる。

その他の主な意見は次のとおり。

＜西田委員＞

○子どもの発達支援、保育の質という点では、保育士が保育をするべき。

○最低基準を満たしていない施設は公費投入の対象とするべきではない。

○早朝・夜間・休日保育については、十分ではないが認可保育所でも対応している。

○地域で子育てを支援する観点からは、事業所内保育ではなく、住所地の保育所で対応するべき。

＜山口委員＞

○認可保育所ではカバーしきれないニーズがある。多様なニーズに対応していくには、認可保育所以外のサービスを活用してくべきであり国費を投入するべき。

＜宮島委員＞

○待機児童を解消していくためには、保育ママなど多様なサービスを整備し、行政によるネットワークづくりを推進するべき。

＜安藤委員＞

○事業所内託児所は、子どもと長く接することができるなど利点が大きい。最低基準を満たした施設には財政支援をするべき」

＜岡委員＞

○ 早朝・夜間保育などは子どもの視点からやるべきではないと理由で、これまで整備されてこなかった。親のニーズに応え、より質の高いサービスを保障するのであれば、より質の高い人材を確保する必要があり、そういう点を（運営費補助に）評価していくべき。多様性を確保するために基準を下げるのでは、制度改革の意味がない。

＜鍋島委員＞

○「公的保育サービス」を拡大していくと、当然市町村の財政負担も増大する。地方が保育に適切な水準の予算をまわしていく制度にするべき。

＜坂崎委員＞

○市町村合併により、住所地の保育所より近隣市町村の保育所の方が距離的に近いケースが増えている。広域入所はすすめるべき。

＜香取審議官＞

○ 次世代育成の財源を増やしていくと、どのような負担構造になるにしろ、最終的に負担増を求める相手は国民である。国民が納得できる制度にしていく必要がある。

以上

